
参考資料２ 
科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会

産学官連携推進委員会（第３回） 

H23.６.2１ 

震災による被害状況及び各活動への影響 

 

１．施設、設備・機器への影響 

・ 大学や関連施設・設備の被害、研究機器、通信設備の被害等（※下写真） 

 
 
 
 
 
 

被災概況 
（東北大学） 
・建物応急危険判定： 危険判定２８棟  要注意判定４８棟 

  安全判定（含：要部分改修）５１２棟 
          ※危険建物として使用できない建物は約４万㎡ 
・施設等復旧概算費： 約４４８億円 
・物品等被害概算額： 約３５２億円 
（岩手大学） 
・建物の「危険」「要注意」は無し。 ※天井の破損、水漏れ等は有り。 
・分析機器等が落下し修理・メンテナンス等の必要な設備有り。 
・建物・設備等被害額 約７０００万円 
（福島大学） 
・ 建物の「要注意」団地３８棟中１０棟 

 
・実験データの消失等 
・状況確認等のための施設の閉鎖、避難所としての対応等 

 
２．学生・教職員に係る被災状況 

被災概況 
（東北大学） 
・学 生： 死亡３名（入学予定者１名含む） 負傷１４名 

※住居が全壊または一部損壊の学生： ５２６名（５．２％） 
・教職員： 死亡・負傷ともに無し（親族等の被災は有り） 
（岩手大学） 
・学 生： 死亡１名  被災件数５８４件（９．５％） 
     ※大幅な減収、家屋全壊、原発避難等による要支援学生数は２９６人 
・教職員： 死亡・負傷ともに無し（親族等の被災は有り） 
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（福島大学） 
・ 学 生：死亡なし。  

被災者 ２００名（主たる家計支持者の死亡、離職、主たる家計支持者の

自宅全半壊、警戒区域、避難区域への指定等） 
・教職員：軽症１名、家屋損傷等７名 

 
 
３．産学連携活動への影響 
・共同研究・受託研究の遅延や中断 
・技術移転等のための新技術・研究成果説明会等の開催延期や中止 
・連携先企業が、津波や原発事故の影響により操業停止状態にあり、産学官連携活動が

実施できない。 
・自治体における、産学官連携に係る財源確保への支障の可能性 
※産学連携活動への影響については、一部コーディネーターが調査を開始しているが、  

全体としては十分ではない状況 
 
 
４．風評被害 
・地元企業への発注減等産業の空洞化への懸念 
・外国人研究者、留学生の帰国等 

 
震災による外国人研究者、留学生の帰国等の状況 
（東北大学） 
・ 外国人留学生：１４９９名中、７９０名の海外退避を確認。 

（約１２００名が退避したと推定） 
新学期開始後の復帰状況９２％。 

・外国人教員：３４８名中、１４４名が出国。 
       ６月７日現在、出国中２名（６月復帰予定）、退職者２名。 
（岩手大学） 
・外国人留学生：２０１名中、１１１名が緊急一時帰国。 

５月１日現在、震災を原因とした休学・退学者は無し（ただし、交

換留学生７名が渡日時期を前期（４月）から後期（１０月）に変更）。

・外国人教員：退職者なし。（６月１５日現在） 
（福島大学） 
・外国人留学生（１７７名）は、一部が一時帰国したが、戻ってきている。 

 


